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１．想定ケース 
 
 想定季節及び時間帯は、地震火災や人的被害の大きい冬の夕刻を基本とし、府民の生活行動が

顕著に反映できるように次の 3 つのケースを想定する。 
①冬 早朝 5 時頃：多くの人が自宅で就寝中 
②夏 昼間 12 時頃：日中において地震による出火が平均的な条件 
③冬 夕刻 18 時頃：地震による出火が最も多くなる条件（無風時、強風時） 

 
２．建物被害予測 
 

過去の地震被害の経験に基づき、広域の建物分布を考慮して予測する。 
建物被害の算出に際しては、「揺れによる建物被害」「液状化による建物被害」を考慮する。 
地域の全壊・半壊棟数を町丁目単位で予測する。 
この結果をもとに、人的被害や地震火災の想定を行う。 

 
（１）建物データ 

①町丁目単位 
②構造物区分（木造及び防火木造、鉄筋・鉄骨コンクリート、鉄骨造、その他） 
③年代区分（昭和 25 年以前、昭和 25～35 年、昭和 36～45 年、昭和 46～55 年、昭和 56～

60 年、昭和 61～平成 2 年、平成 3～7 年、平成 8～12 年、平成 13～） 
 
（２）揺れによる建物被害予測 

地震動予測結果 
（震度分布） 

建物分布（市町村、町丁目） 
（構造別、建築年別） 

地震動と建物被害率の関係 
（被害率曲線） 

町丁目別、市町村別 
全壊・半壊率棟数  

 
全壊・半壊棟数＝建物棟数×全壊・半壊被害率（地震動、構造・年代） 

被害率曲線（フラジリティ曲線） 
計測震度と全壊率・半壊率の関係から全壊棟数を算出。 
阪神淡路大震災における西宮市、鳥取県西部地震における鳥取市、芸予地震におけ

る呉市の建物被害データをもとに設定。 



 2

 
木造建物全壊率の被害率曲線 （首都直下地震に係る被害想定手法（内閣府）） 

 

 
非木造建物全壊率の被害率曲線（首都直下地震に係る被害想定手法（内閣府）） 
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（３）液状化による建物被害 
 

液状化による全壊棟数＝建物棟数×液状化面積率×全壊率 
（首都直下地震に係る被害想定手法（内閣府）） 

液状化危険度予測結果 
（PL 値分布） 

建物分布（市町村、町丁目） 
（構造別、建築年別） 

ランク別液状化面積率（②） 
建物全壊率（③） 

町丁目別、市町村別 
全壊・半壊率棟数 

液状化ランク（①） 
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（４）急傾斜地崩壊による建物被害 
 
急傾斜地崩壊による全壊棟数＝危険箇所内人家戸数×崩壊確率×全壊率×（1－対策工事着手率） 

（首都直下地震に係る被害想定手法（内閣府）） 

 地震動予測 
（震度分布） 

急傾斜地崩壊危険箇所 
（危険度ランク、人家戸数） 

震度別全壊率（②） 

町丁目別、市町村別 
全壊・半壊率棟数 

崩壊確率（①） 

対策工事着手率（③） 

 

 
 
（注意）町丁目と 250ｍメッシュデータのリンク方法 

地震動解析結果：250ｍメッシュ単位 
建物・人口情報：町丁目単位 
案①：町丁目に含まれる全てのメッシュを抽出し、地震動が最大となるメッシュを町丁目の

代表値として設定する。 
案②：町丁目に含まれる全てのメッシュを抽出し、その平均値を算出する。 
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（５）地震火災による建物被害 
 
・出火要因は、一般火気器具、電熱器具、電気機器･配線、化学薬品、漏洩ガスからとし、一部の

要因については、季節変化と時刻変化があるものとして扱う。 
・地震時に発生する全ての出火のうち、家人、隣人、自主防災組織等の初期消火による効果を踏

まえ、残りの組織的な消防活動が必要とされる炎上出火を取り扱う。 
・延焼については、地域の消防力の一次運用により消されずに残った火災を残火災とする。 
 
 

出火・延焼・焼失棟数予測フロー 
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①出火予測 
全出火件数＝∑（町丁目の世帯数×出火率） 

「出火率～建物全壊率」の経験式：要検討 

 

出火率～建物全壊率（大阪府） 
 
②炎上出火件数予測（初期消火考慮） 
 炎上出火件数＝∑（町丁目の全出火件数×（１‐初期消火率））×時間推移比率 

 
兵庫県南部地震による初期消火率と全壊率 
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③消防力予測 
②の炎上出火のうち地域の消防組織、自主防災組織で消火可能な消防力予測を行う。 
延焼による火面周長 Sf と消火能力の火面周長 Sp を求め、Sf＞Sp の場合に延焼出火とする。 

延焼による火面周長 Sf：出火後、消防車が到着するまでの間に燃え広がる広さ 
消火能力の火面周長 Sp：駆けつける事ができる消防車台数と放水口あたりの担当火面周長 

 
 

④延焼被害、焼失棟数予測 
 延焼出火が想定された地区毎に延焼出火時点から経過時間に応じた延焼規模（想定時季と風速

を考慮する）を求め、地区の延焼出火数を乗じて延焼面積を算出する。 

 
不燃領域率と焼失率の関係には、阪神・淡路の被害実績や建設省総合技術開発プロジェクトに

よるシミュレーション結果から求められた、大阪府の式を用いる。 
焼失率= （－5／2）×不燃領域率×100＋100  （ 0≦不燃領域率≦0.20） 
   = （－2／3）×不燃領域率×100＋190／3 （0.20＜不燃領域率≦0.50） 
   = （－1／2）×不燃領域率×100＋55  （0.50＜不燃領域率≦0.70） 
   = （－1／3）×不燃領域率×100＋130／3 （0.70＜不燃領域率≦1.00） 
焼失棟数= 低層建物数（木造建物+1,2 階の非木造建物）×焼失率／100 
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３．人的被害予測 
 
地震による人的被害として、「死者数」「負傷者数（重傷、軽傷）」「羅災･避難者数」「帰宅困難

者数」を想定する。 
 

 人的被害 

死傷者 

建物倒壊 急傾斜崩壊 火災延焼 交通被害 屋内収容物 
転倒・落下 

帰宅困難者 

羅災・避難者  
 
（１）人口データ 

①町丁目単位 
②昼間人口 H17（H12 国勢調査を H17 市町村集計結果で比例配分） 
③夜間人口 H17（H12 国勢調査を H17 市町村集計結果で比例配分） 
④昼間在宅人口 H17 

 
（２）建物被害による死傷者数予測 

①各時間帯の屋内（在宅、勤め先）人口の算出 
木造建物内滞留人口、非木造建物内滞留人口の算出 

②建物倒壊による死傷者数の算出 
木造建物における死者数  ＝ Σ（死者率－木造建物被害率）×各時間帯の木造屋内人口 
非木造建物における死者数 ＝ Σ（死者率－非木造建物被害率）×各時間帯の非木造屋内人口 
負傷者数 ＝ Σ（負傷者率－建物被害率）×各時間帯の屋内人口 
重傷者数 ＝ Σ（重傷者比率－建物被害率）×予測負傷者数 

死者率：死者数／屋内人口 
負傷者率：負傷者数／屋内人口 
重傷者比率：重傷者数／負傷者数 
建物被害率：（全壊数＋半壊数／2）／建物数 
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木造建物における全壊率と死者率の関係（兵庫県南部地震） （東京都 1997） 

 

 
非木造建物における大破率（＝全壊率）と死者率の関係（兵庫県南部地震） （東京都 1997） 

 

 
建物被害率と負傷者率の関係（兵庫県南部地震） （大阪府 1997） 
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建物被害率と重傷者比率の関係（兵庫県南部地震） （大阪府 1997） 

 
（３）屋内収容物転倒・落下による死傷者数の予測 

家具類等の転倒による死傷者と、屋内落下物に伴う死傷者が対象。 
転倒防止措置実施状況に応じた被害率の補正 

 建物棟数（階層別） 
（木造 1,2 階建,非木造 3 階建以上）

死傷者数 

建物全壊率 

全壊棟数／その他建物数 

屋内滞留人口 

死傷率（震度別） 

転倒防止措置実施率による補正 

起きている人の被災回避行動 

 
家具類等の転倒による人的被害想定フロー 

 
家具等の転倒による死傷率 
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起きている人により被災回避率 

 
 

 建物棟数（階層別） 
（木造 1,2 階建,非木造 3 階建以上）

死傷者数 

建物全壊率 

全壊棟数／その他建物数 

屋内滞留人口 

死傷率（震度別） 

転倒防止措置実施率による補正 

 
屋内落下物による人的被害想定フロー 

 
屋内落下物による死傷率 

 
 

（４）斜面災害による死傷者数の予測 
東京都防災会議（1991）の手法に従い、1967 年から 1981 年までの崖崩れの被害実態から

求められた、被害棟数と死者数・負傷者数との関係式により、人的被害を算出する。 
 
   死者数＝0.098×崖崩れによる全壊棟数 
   負傷者数＝1.25×死者数 （うち半数が重傷者） 
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（５）火災による死傷者数予測 
 

 
 

火災死者数＝焼失対象人口×（延焼死者率－建物死者率） 
火災負傷者数＝火災死者数×平時に死傷者比率(=5.4) 

ここで焼失対象人口＝町丁目屋内人口×町丁目焼失棟数／町丁目建物棟数 
延焼死者率＝死者数／焼失対象人口 
死傷者比率＝負傷者数／死者数 

 
 

 
兵庫県南部地震における出火・延焼町丁目の死者率と設定線（大阪府 2006） 
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（６）避難者数予測 
建物被害やライフライン被害に伴い、避難所生活または疎開を強いられる住居制約者数を算出。 

 

 建物被害棟数 

夜間人口密度 

建物被害人口 

建物被害による 
避難率 

全壊･焼失：100%
半壊：50.3%

避難人口 

建物被害なし人口 

断水率 
1 日後,4 日後,1 ヶ月後

断水人口（×0.362） 

 
 

発災１日後、４日後、１ヶ月後を想定 
 
（１日後の場合） 

・避難人口＝全壊・焼失人口＋0.503×半壊人口＋0.362×断水率×被害なし人口 
（４日後、1 ヶ月後の場合） 

・避難人口＝全壊・焼失人口＋0.503×半壊人口＋0.362×断水率×被害なし人口＋0.91
×（1－0.362）×断水率×被害なし人口 

 
神戸市内震度７地域の住民へのアンケート調査（室崎ら（1996）より、 

避難する人は全壊住宅で 100％、半壊住宅で 50.3%、 
軽微または被害なし住宅で 36.2％（断水時の避難率として用いる。） 

 
 
 


